
２　法人事業税

１　法人県民税
（１）法人税割 法人事業税の納める額

（２）均等割

（３）電気供給業を行う法人

　資本金等の額とは、法人が株主等から出資を受けた金額として法人税法施行令で定める額をいいます。平成２７

年４月１日以後に開始する事業年度においては、資本金等の額が、資本金及び資本準備金の額の合算額又は出資金

の額に満たない場合、資本金等の額は、資本金及び資本準備金の額の合算額又は出資金の額とします。
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※

※1

(1)
収入割 1.0%

※1

(2)

電気供給業(小売電気事業等、発電事業等及び特定卸供給事業を除

く。)を行う法人

　平成２７年４月１日以後に開始する事業年度については、一定の要件を満たす無償増資、無償減資等による欠損

填補を行った場合、上記の資本金等の額に加減算の調整を行った後の金額を、均等割の税率区分の基準となる資本

金等の額とします。この場合、株主総会議事録、債権者に対する異議申立の公告（官報の抜粋）、株主資本等変動

計算書等の提出が必要になります。

資本金の額（又は出資金の額）が1億円を超え

る普通法人（特定目的会社、投資法人、一般

社団・一般財団法人は除く。）

上記以外の法人

収入割 0.75％

H26.10.1以後

に開始する

事業年度

R1.10.1以後

に開始する

事業年度

税率

0.3%1.6％

小売電気事業等、発電

事業等及び特定卸供給

事業を行う法人

収

入

割

0.9%

収

入

割

1.0%
0.37%

資本割

R2.4.1以後

に開始する

事業年度

4.6%  4.9％

所得割

1.2%

0.5%

（２）外形標準課税対象法人（所得課税法人で資本金の額又は出資金の額が１億円を超える法人）

　　【（３）電気供給業を行う法人、（４）特定ガス供給業（※２）を行う法人、公益法人等、特別法人、

　　　人格のない社団等、投資法人等を除く】

H26.10.1以後

に開始する

事業年度

H27.4.1以後

に開始する

事業年度

H28.4.1以後

に開始する

事業年度

R1.10.1以後

に開始する

事業年度

R4.4.1以後

に開始する

事業年度

区分割区分

所得のうち年400万円を超え800万円以下

の金額
3.2% 2.3% 0.5% 0.7%

付加価値割

4.3％ 3.1％

② 収益事業を行う人格のない社団等

③ 一般社団法人及び一般財団法人

④ 公益社団法人及び公益財団法人

資本金等の額の区分

　平成２０年１０月１日以後に開始する事業年度から、法人事業税と併せて国税である地方法人特別税（特別法人事業税）

を申告納付する必要があります。（地方法人特別税は、令和元年９月３０日までに開始する事業年度をもって廃止され、令

和元年１０月１日以後に開始する事業年度から特別法人事業税が適用されます。）

（１）外形標準課税対象以外の法人

　　【（３）電気供給業を行う法人、（４）特定ガス供給業（※２）を行う法人を除く】

税率

区分法人

法人税額の ３．２％ １．０％

年20,000円 年1,000円 年21,000円

付加価値割 付加価値額 0.48％ 0.72％

税率

3.4%

熊　本　県 法人県民税及び法人事業税の税額一覧

0.15%

収入割 0.75％

所得割 1.85%

ー２－

◆

H26.10.1以後

に開始する

事業年度

R1.10.1以後

に開始する

事業年度

 6.7%  7.0％

 5.1%  5.3％
普通法人

特別法人

協同組合、信用金庫、医療法人等

導管ガス供給業（※２）、保険業及

び貿易保険業を行う法人
0.9% 1.0％

 3.5％

所

得

割

所

得

割
収

入

割

所得のうち年400万円以下の金額

所得のうち年400万円を超え800万円以下の金額

3.4% 3.5％

10億円 超 50億円 以下 年540,000円 年27,000円 年567,000円

以下 年50,000円

資本割 資本金等の額 0.2％ 0.3％

0.4%所得のうち年400万円以下の金額 2.2％

所得のうち年800万円を超える金額

軽減税率不適用法人の所得、清算所得

法人 区分

0.7% 1.0%

1.0%

年840,000円資本金等の額が 50億円 超 年800,000円 年40,000円

ー１－

年2,500円 年52,500円

資本金等の額が 1億円 超

1 　算定期間中、事務所等の新設又は廃止があり、事務所等を有していた期間が１年に満たない場合は月割計算しま

す。月数は暦に従って計算し、１月に満たないときは１月とし、１月に満たない端数を生じたときは切り捨ててく

ださい。

資本金等の額が

10億円 以下 年130,000円

（令和４年４月から適用）

　熊本県では、法人税割の超過課税を行っています。しかし、資本金の額又は出資金の額が１億円以下で、かつ、法人税額が

１千万円以下（事業年度が１年に満たない場合は月割り計算します。月数は暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じた

ときはこれを１月とします。）の法人等は、標準税率となる不均一課税を行っています。

　なお、本県以外の都道府県にも事務所等が所在する法人の場合、法人税割額は当該法人の法人税額を、事務所等に係る従業

者数であん分した額に税率を乗じます。

H26.10.1以後

に開始する

事業年度

R1.10.1以後

に開始する

事業年度

税率

区分

年6,500円 年136,500円

標準税率 超過税率 合計

① 公共法人及び公益法人等のうち均等割を課すことがで

きないもの以外

⑤ 資本金の額又は出資金の額を有しない法人（相互会社

を除く。①～④を除く。）

⑥ 資本金等の額が1千万円以下

資本金の額又は出資金の額が１億円以下で、かつ、法人税額が１千

万円以下の法人

下記(２)以外の法人(清算所得に対する法人税を納める法人を含む。)

資本若しくは出資を有しない法人（保険業法に規定する相互会社を

除く。）で、かつ、法人税額が１千万円以下の法人

①

②

法人でない社団又は財団で、かつ、法人税額が１千万円以下の法人③

所得のうち年800万円を超える金額、

軽減税率不適用法人の所得、清算所得

所得のうち年400万円以下の金額

所得のうち年400万円を超える金額、

軽減税率不適用法人の所得、清算所得

収入金額

(2)

(1)
法人税額の ４．０％ １．８％

　熊本県では、平成１７年度から「熊本県水とみどりの森づくり税」を導入しており（上表に示す「超過税率」の

部分）、その額は、標準税率の５％相当額です。

2

中小企業者、農業協同組合、漁業協同組合又は森林組合の合併法人

（合併の日の属する事業年度以降３箇年度）で、かつ、法人税額が

１千万円以下の法人

④

資本金等の額が 1千万円 超 1億円



（４）特定ガス供給業（※２）を行う法人 （４）申告書の送付及び受付について

（５）法人番号の記載について

（６）大法人等の電子申告義務化について

４　特別法人事業税（令和元年１０月１日以後に開始する事業年度から適用）

◆特別法人事業税を納める人　

法人事業税（所得割、収入割）の納税義務のある法人

◆納める額

（５）分割基準

５　地方法人特別税（令和元年９月３０日までに開始する事業年度までの適用）
３　その他 ◆地方法人特別税を納める人

（１）端数計算の方法

1,000円未満の端数（又は全額が1,000円未満）　　切り捨て ◆納める額

　100円未満の端数（又は全額が  100円未満）　　切り捨て

（２）中間申告について

（３）法人県民税・事業税に係る納付書について

申告書等の提出先・問い合わせ先

熊本県県央広域本部税務部課税第一課

〒862-8571　熊本市中央区水前寺６丁目１８－１　行政棟新館１階

　　電話：096-333-3200（代表） （R4.4)

収入割額 40%

R4.4.1以後

に開始する

事業年度

62.5%③特定ガス供給業を行う法人

R1.10.1以後

に開始する

事業年度

1.0%

－

H26.10.1以後

に開始する

事業年度

0.9%

1

税率

法人の種類

外形標準課税対象以外の法人

R4.4.1以後

に開始する

事業年度

0.48％

0.77%

0.32%

電気供給業に係る法人事業税の課税方式の一部見直し

　令和2年4月1日以後に開始する事業年度から、電気供給業のうち発電・小売電気事業等に係る課税方式の見直し

が行われました。(特別法人事業税についても税率が変更されました。）

　マイナンバー（個人番号及び法人番号）の利用開始に伴い、平成２８年１月１日以後に開始する事業年度分の申告につ

いては、申告書等の法人番号欄に法人番号（１３桁）を記載してください。

30%

30%

4 上記の所得区分は事業年度が１年に満たない場合は月割計算して区分します。月数は暦に従って計算し、１月に満

たない端数を生じたときはこれを１月とします。

軽減税率不適用法人とは、３以上の都道府県に事務所等を有し、かつ、資本金の額又は出資金の額が１千万円以上

の法人をいいます。なお、令和4年4月1日以後に開始する事業年度について、外形標準課税対象法人の所得割に係

る軽減税率の適用は廃止されました。

3

7

②電気供給業（小売電気事業等、発電事業

等及び特定卸供給事業）を行う法人

R2.4.1以後

に開始する

事業年度

 課税標準の1／2　：　事務所数　　　　課税標準の1／2　：　従業者数

　２以上の都道府県に事務所等を有する法人は、下表の区分により、課税標準額の総額を分割したうえで、税額を算出して

ください。（平成１７年４月１日以後に開始する事業年度から適用）

所得割額

資本割の課税標準となる資本金等の額とは、法人が株主等から出資を受けた金額として法人税法施行令で定める額

をいいます。（資本金等の額については、１ 法人県民税（２）均等割をご参照ください。）

割区分 区分

税率 　税務上の申告書や申請書・届出書は信書にあたるため、これらは郵便物又は信書便として送付していただく必要があり

ます。小包郵便物（ゆうパック等）は、郵便法の定める郵便物ではなくなりました。郵便又は信書便を利用して申告書を

送付された場合は、その通信日付印に表示された日を提出日とみなすことになりますが、それ以外の場合は、到着した日

が提出日となりますので御注意ください。

※

特別法人

①収入金課税となる法人（②③を除く）

課税標準 法人の種類

税率

外形標準課税法人・特別法人以外の法人

収入割 収入金額

付加価値額付加価値割

資本割 資本金等の額

　令和2年4月1日以後に開始する事業年度から、次の内国法人については、電子申告が義務化されました。

　①事業年度開始の日において資本金の額又は出資金の額が１億円を超える法人

　②相互会社、投資法人及び特定目的会社

※ 電子申告義務がある法人が、申告期限までに電子申告を行わず、書面により申告した場合、不申告として取り扱われ

ますので御注意ください。

ー3－ ー4－

所得割額  ４３．２％

収入割額  ４３．２％

法人事業税（所得割、収入割）の納税義務のある法人

課税標準
H26.10.1以後

に開始する

事業年度

H27.4.1以後

に開始する

事業年度

H28.4.1以後

に開始する

事業年度

　法人税額の中間申告額が10万円以下である場合は、法人県民税及び法人事業税のいずれについても中間申告（前事業年

度の実績に基づくもの（予定申告）又は仮決算に基づくもの（中間申告）の申告納付）の必要はありません。（ただし、

収入金額に対する事業税を申告納付すべき法人を除く。）

 ４１４．２％

　法人県民税・事業税額を納付される際に、市販ソフト等で作成された納付書を使用された場合、電算管理において支障

をきたす恐れがありますので、次のいずれかの納付書をお使いくださるようお願いします。

収入金課税となる法人

外形標準課税対象法人所得割額 ６７．４％ 

　なお、外形標準課税の対象となる法人については、法人事業税の中間申告（前事業年度の実績に基づくもの（予定申

告）又は仮決算に基づくもの（中間申告）の申告納付）が必ず必要となります。

　②を使用される場合は、本県から送付している「法人県民税・法人事業税・特別法人事業税・地方法人特別税

（お知らせ）」に記載されている「納税者番号」及び「消込枝番」を必ず記載してください。（納税者番号等が不

明の場合は本パンフレットの最後に記載されている県央広域本部税務部課税第一課にお問い合わせください。）

９３．５％

37％

260％

34.5%

30%

R１.10.1以後

に開始する

事業年度

外形標準課税法人

※

① 本県から、申告書用紙を送付した際に添付されている納付書又は別途本県から送付した納付書

② 本県ホームページ【「防災・くらし・環境」→「税金・証紙・宝くじ」→「税務課」→「納税・納税証明書手続

き」→「法人関係税納付書様式」】に掲載された納付書

製 造 業 従業者数（資本金1億円以上の法人：工場の従業者数を1.5倍）

課 税 標 準 額

税 額

鉄道事業・軌道事業、ガス供給業・倉庫業及び電気供給業のうち発電事業、送配電事業は、軌道の延長キロメートル

数や固定資産の価額、電線路の送電容量を分割基準とします。

平成２２年１０月１日以降に解散した法人については、通常の所得課税の税率が適用されます。

事業の種目 課　税　標　準　の　分　割　基　準

6

上記の割区分毎に算出した税額の合計が法人事業税額となります。

付加価値額とは、報酬給与額、純支払利子、純支払賃借料及び単年度損益の合計です。

8

非製造業（※）

5

※

2 令和4年4月1日以後に開始する事業年度から、ガス供給業のうち特定ガス供給業を除く製造小売事業について、普

通法人と同様の課税方式となりました。

(1) 配電事業を行う法人の令和4年4月1日以後に終了する事業年度を含みます。

(2) 特定卸供給事業を行う法人の令和4年4月1日以後に終了する事業年度を含みます。


